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１ 

 「堺市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年条例第７号）」第６条の

規定に基づき、令和 4 年度における人事行政の運営等の状況を次のとおり公表します。 

 

I 任免及び職員数に関する状況 

１ 任免 

(１) 採用の状況 

令和 4 年度中に採用した職員数は、次のとおりです。 

職種 人数（人） 
内訳 

男性（人） 女性（人） 

事務 １２１ ４９ ７２ 

社会福祉 ２８ ７ ２１ 

司書 ３ ０ ３ 

精神保健福祉士 １ ０ １ 

土木 １６ １１ ５ 

建築 ７ ５ ２ 

機械 １ １ ０ 

電気 ５ ５ ０ 

保育教諭 ６ ０ ６ 

学芸員 ２ ０ ２ 

心理 ８ ０ ８ 

医師 ２ ２ ０ 

歯科医師 １ １ ０ 

薬剤師 １ ０ １ 

獣医師 ２ １ １ 

保健師 ７ １ ６ 

学芸員 ２ ０ ２ 

消防吏員 ３０ ２６ ４ 

教員 １３５ ５０ ８５ 

学校事務職員 ７ ３ ４ 

合計 ３８５ １６２ ２２３ 

（注） １ 任期付職員、再任用職員、育児休業代替任期付職員及び臨時的任用 

職員を除きます。 

２ 選考による採用を含みます。 

 

(２) 退職の状況 

令和 4 年度中に退職した職員数は、次のとおりです。 

区分 退職者数（人） 

定年退職 １７７ 

その他 １８５ 

合計 ３６２ 

 



２ 

(３) 役職者数・役職者比率 

令和５年度における役職者の人数及びその比率は、次のとおりです。 

令和 5 年４月１日現在 

 人数（人） 
内   訳 

男性（人） 女性（人） 

局長級 ３４ ２８ ６ 

部長級 ９７ ７１ ２６ 

課長級 ４５９ ３７０ ８９ 

課長補佐級 ５９７ ４７７ １２０ 

係長級 １，１０９ ７６９ ３４０ 

一般 ３，１５１ １，７８１ １，３７０ 

合計 ５，４４７ ３，４９６ １，９５１ 

（注）教職員を除きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）グラフ中の網掛け部分は、管理職員を示します。 

 

 

 

令和５年度における教職員の役職者の人数は、次のとおりです。 

令和 5 年４月１日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 人数（人） 
内   訳 

男性（人） 女性（人） 

校長・准校長 １３７  ９７ ４０ 

園長・教頭・副校長  

准園長・経営企画室長 
１５０ １１９ ３１ 

主幹教諭・指導教諭  １９９ １１８ ８１ 

係長級  ３４ ９ ２５ 

その他  ３，５０１ １，３９２ ２，１０９ 

合計  ４，０２１ １，７３５ ２，２８６ 

局長級 ３４人 部長級 ９７人 

課長級 ４５９人 

課長補佐級 ５９７人 

係長級 １,１０９人 

一般 ３，１５１人 
職員数 

５,４４７人 
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(４) 障害者雇用率（各年度６月１日現在） 

  市長事務部局 上下水道局 教育委員会 

法定雇用障害者数の算定の基礎となる

職員の数 
５５１５人 ５１９．５人 ３８８９．５人 

障害者の数 １５１．５人 １７人 ９４．５人 

令和 5 年度障害者雇用率 ２．７５% ３．２７% ２．４３% 

法定雇用率 ２．６０% ２．６０% ２．５０% 

【参考】令和 4 年度障害者雇用率 ２．６７% ２．９８% ２．２７% 

【参考】令和 3 年度障害者雇用率 ２．８１% ２．７６% ２．００% 

 

（注）１ 

「法定雇用障害者の算定の基礎となる職員の数」とは常勤職員及び非常勤職員のう

ち、1 年を超えて引き続き任用されることが見込まれる者の数。このうち、短時間

勤務職員（週勤務時間数が２０時間以上３０時間未満の職員。以下同じ）は、1 人

をもって０．５人とみなし、また、週勤務時間数が２０時間未満の職員は、当該調

査の対象となりません。 

 

（注）２ 

障害者の数の算定における換算については、以下のとおりです。 

・重度身体障害者又は重度知的障害者である職員は、１人をもって２人の職員とみ

なす。 

・重度身体障害者又は重度知的障害者である短時間勤務職員は、１人をもって１人

の職員とみなす。 

・重度身体障害者又は重度知的障害者を除く短時間勤務職員は、１人をもって 

０．５人の職員とみなす。 

 

２ 職員数の状況 

(１)職員数 

令和 5 年４月の職員数は９，４６８人で、前年度より４０人の増加となりました。 

 内訳としては、消防局における人員体制の強化による増など、人員を適材適所に配

置しました。 
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■ 職員数（各年度４月１日現在）の推移 

9,122人  9,468人
(人) （19人）  9,428人 （40人）

（19人）

 9,102人  9,314人  9,409人
（△20人） （212人） （95人）

5,447人

5,195人 5,197人 5,215人 5,368人 5,431人 （16人）

（31人） （2人） （18人） （153人） （63人）

30年度 31年度 R02年度 R04年度 R05年度

9,000

6,000

5,500

R03年度

5,000

 

※ 常勤の教育長（１人）を除きます。 

※ （ ）内の数字は対前年度比較値 

(２)部門別職員数 

職 員 数 の 推 移 

              （各年４月１日現在） 

        区 分 

部 門 

職  員  数 対 前 年 

増 減 数 令和 4 年度 令和 5 年度 

普
通
会
計
部
門 

一
般
行
政
部
門 

議会 29 28 ― 

総務 798 817 19 

税務 241 241 ― 

労働 8 9 1 

農林水産 41 42 1 

商工 73 72 ▲1 

土木 626 617 ▲9 

民生 1,183 1,169 ▲14 

衛生 636 640 4 

計 3,634 3,635 1 

教育部門 5,055 5,074 19 

消防部門 1,016 1,044 28 

小  計 9,705 9,753 48 

公
営
企
業
等 

会
計
部
門 

水道 230 234 4 

下水道 235 235 ― 

その他 157 162 5 

小  計 622 631 9 

合  計 10,327 10,384 57 

（注） 職員数は一般職に属する職員数で、国が実施する地方公共団体定員管理調

査の数値です。 
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II 人事評価の状況 

本市では、人事評価制度を平成１９年度に構築し、以降、試行実施を重ね、平成２２年

度から管理職員を対象に本格実施を開始しました。 

その後、平成２４年度に制定した「堺市職員及び組織の活性化に関する条例（平成２４

年条例第３０号）」において人事評価について規定し、平成２５年度から管理職員以外の職

員も対象に本格実施しています。 

また、令和３年度から、人事評価の納得性をより高め、職員の人材育成と能力開発につ

ながる制度とすることを目的に評価の通年化を実施しています。 

なお、教職員の人事評価については、別の制度で運用しています。 

 

１ 人事評価制度 

【目的】 

  人材育成と能力開発を主たる目的としており、評価を通じて、実現すべき役割、発揮

すべき能力、達成すべき目標を明確化することにより、職員の意識や行動の変革を促し

ます。 

 

【体系】 

人事評価は「能力評価」と「業績評価」で構成しています。 

●能力評価 

評価期間内における、職位に応じた「実現すべき役割」と、職務遂行上の過程

で「発揮すべき能力」を具体的な行動や事実に基づいて評価します。 

 

●業績評価 

管理監督者（係長級以上の職員）については「目標による管理」の手法による

評価を行い、一般職員については「担当業務の遂行度」を評価します。 

個人目標や担当業務は、組織目標を踏まえるものとします。 

 

2 評価結果 

   ・評価期間  令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

 

・評価対象者 

正規職員、再任用職員、任期付職員 

※ 堺市職員の人事評価に関する規則第３条に規定する職員（技監、交通政策

監、国・府等からの派遣職員等）を除く。 

 

・評価対象人数 

 管理職 非管理職 計 

正規職員 580 人 4,691 人 5,271 人 

再任用職員 57 人 384 人 441 人 

任期付職員 1 人 105 人 106 人 

計 638 人 5,180 人 5,818 人 

     （管理職は局長級～課長級の職員） 
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・最終評価結果 

総合勤務評価 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ 

100～ 

90 点 

89～ 

80 点 

79～ 

60 点 

59～ 

40 点 

39～ 

0 点 

管理職 1 人   80 人 509 人  48 人  0 人 

非管理職 9 人 826 人 4,097 人 245 人  3 人 

計 10 人 906 人 4,606 人 293 人  3 人 

  ※ 総合勤務評価とは、能力評価及び業績評価に基づき算出した５段階の評語をいう。 

 

 

３ 教職員の人事評価 

  教職員の人事評価は、平成２８年度まで大阪府の人事評価制度により実施していまし

たが、権限移譲により、教職員をその能力と業績の両面からより一層適正に評価し、人

材の育成を図るため、本市独自の新たな人事評価制度（「教職員人事評価」）を構築し、

平成２９年度から運用を開始しています。 

 

（１）教職員人事評価制度 

【目的】 

   これまでの人材育成の取組を基に、さらなる教職員の専門性・能力の向上につなが

るより適正な評価をめざします。 

教職員一人ひとりが、その経験と能力に応じて適切な目標を設定して実践的に取り

組み、校園長が、その取組を日常的・継続的に把握・助言することにより、適正な評

価と人材の育成を図ります。そして、これら日常の取組を通して、学校園の教育活動

をはじめとする様々な活動の充実と組織の活性化を図ります。 

 

【体系】 

   人事評価は「業績評価」と「能力評価」で構成しています。 

    ●「業績評価」 

      評価期間内における、被評価者が掲げた目標の達成状況をその遂行過程を含

めて評価します。 

 

●「能力評価」 

      評価期間内における、職務遂行の過程で果たした役割及び発揮した能力を評

価します。 

 

（２）評価結果 

ア 評価期間 

     令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

イ 評価対象者 

正規職員、再任用職員、任期付職員 

※ 堺市教職員の人事評価に関する規則第３条に規定する職員を除く。 
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市長 議会 

堺市職員の給与に関する条例 

審議・議決 

条例案 

人事委員会 

（専門的で中立的な人事機関） 

市内民間企業の従業員の

給与を調査し、市職員の給

与と比較 

（３）評価対象人数 

 管理職 管理職以外の教職員 計 

対象者数 289 人 3,185 人 3,474 人 

    （管理職は、校園長、准校長、副校長、教頭、准園長） 

（管理職以外の教職員は、主幹教諭、指導教諭、指導養護教諭、指導栄養教諭、

教諭、養護教諭、栄養教諭、学校栄養職員、学校事務職員（主事、副主査、主

査）、総括実習助手） 

 

 

（４）評価結果 

総合勤務評価 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ 

管理職 2 人 37 人 219 人 27 人 4 人 

管理職以外 24 人 229 人 2,870 人 48 人 14 人 

計 26 人 266 人 3,089 人 75 人 18 人 

     ※総合勤務評価とは、能力評価及び業績評価に基づき算出した５段階の評語を

いう。 

 

III 給与の状況 

１ 給与決定のしくみ 

 市職員の給与は、市人事委員会が行う勧告を受け、市長が条例案を議会へ提出し、

議決を経て定められます。 

 以下金額については、全て各種控除前のものを記載しています。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

２ ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

 令和３年度 令和４年度 

本      市 １００．２ １００．１ 

政令指定都市平均 ９９．７ ９９．７ 

（注） ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方

公務員の給与水準を示す指数です。この数値が１００より低いと給与水準が

国家公務員より低いことになります。 

 
人事委員会 

勧告 
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３ 給与制度等見直し項目 

実施年度 見直しの内容 

令和元年度 ○大阪府最低賃金額の改定を踏まえた給料表の引上げ改定（０．０６％） 

○期末勤勉手当の引上げ改定 

 一般職      ＋０．０５月 

〇通勤手当の改定・国に準じた交通用具に係る手当額の引下げ・自 

転車利用者に対する手当額の加算 

令和２年度 ○期末勤勉手当の引下げ改定 

 一般職      ▲０．０５月 

令和３年度 ○大阪府最低賃金額の改定を踏まえた給料表の引上げ改定（０．０４％） 

○期末勤勉手当の引下げ改定 

 一般職      ▲０．１５月 

 再任用      ▲０．１月 

令和４年度 ○給料表の引上げ改定 （０．２５％） 

○期末勤勉手当の引上げ改定 

 一般職      ＋０．１月 

 再任用      ＋０．０５月 

 

 

４ 職員の平均年齢、平均給料月額などの状況（令和５年４月１日現在） 

(１)一般行政職（普通会計） 

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

４２．２歳 
３１６，３３０円  

昨年比＋１，２７６円  

３７５，０１５円  

昨年比＋１，４５８円  

(２)現業職 

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

５６．５歳 
３１２，８７８円  

昨年比＋３，９０９円  

３５３，１５０円  

昨年比＋３，９５３円  

（注）1「平均給料月額」とは、基本給の平均 

2「平均給与月額」とは、上記平均給料月額に、扶養手当、地域手当、住居 

手当、管理職手当、単身赴任手当の額を合計したもの 

 

５ 職員の初任給の状況（令和５年４月１日現在） 

 市の初任給 ※民間の初任給平均 

大学卒 ２０７，３５０円  ２１５，４７１円 

高校卒 １７８，９７０円  １８５，７５０円 

（注）地域手当に相当する額を含みます。 

  ※ 本市人事委員会実施「2023 年（令和 5 年）職種別民間給与実態調査」によります。 

 



９ 

６ 職員の手当の状況 

(１)期末手当・勤勉手当（普通会計） 

堺   市 国 

令和４年度支給実績 

           15,973,878 千円 
－ 

職員１人当たり平均支給年額 

（令和４年度実績）      1,510 千円 
－ 

［令和４年度支給割合］ 

 ・期末手当：2.４月分（１.３５月分） 

 ・勤勉手当：2.0 月分  （0.95 月分） 

 ・合計：  4.4 月分（2.3 月分） 

［令和４年度支給割合］ 

 ・期末手当：2.４月分（１.３５月分） 

 ・勤勉手当：2.0 月分  （0.95 月分） 

 ・合計：  4.4 月分（2.3 月分） 

［加算措置の状況］ 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算  ５～２０％ 

・管理職加算 なし 

［加算措置の状況］ 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算  ５～２０％ 

・管理職加算 １０～２５％ 

（注） 1 （ ）内の月数は、再任用職員に係る支給割合 

2 ［加算措置の状況］は、令和５年４月１日現在 

 

(２)退職手当（普通会計） 

堺   市 国 

 自己都合 勧奨・定年  自己都合 勧奨・定年 

勤続20年      19.6695月分 
24.586875月

分 
勤続20年      

19.6695月
分 

24.586875月

分 

勤続25年      28.0395月分 
33.27075月

分 
勤続25年      

28.0395月
分 

33.27075月
分 

勤続35年      39.7575月分 47.709月分 勤続35年      
39.7575月

分 
47.709月分 

最高限度額 44.7795月分 47.709月分 最高限度額 
44.7795月

分 
47.709月分 

その他加算措置  
病気特別退職時（2％加算） 
 
1人当たり平均支給額:（令和4年度実績） 

3,151千円（自己都合） 
22.401千円（勧奨） 
21.424千円（定年） 

 

その他加算措置 
定年前早期退職特例措置（ ３ ％ ～ ４ ５ ％ 加 算 ） 
 
1人当たり平均支給額：（ 令 和 3 年 度 実 績 ） 

   2,742千円（自己都合） 
25,407千円（応募退職）  
21,064千円（定年）  

（注） １ 当市の退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職

種に係る職員に支給された事由別の平均額 

２ 国の支給実績は、内閣官房「退職手当の支給状況（令和３年度退

職者）」による。 

３ 支給割合については、令和５年４月１日現在 
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(３)地域手当（普通会計） 

支給実績（令和４年度決算） 3,841,708 千円 

職員１人当たり平均支給年額（令和４年度決算）       382,716 円 

支給対象地域 支 給 率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

本   市（医師を除く） 10％ 10,023 人 10％ 

本   市（医師） 16％ 9 人 16％ 

東京都特別区（東京事務所ほか） 20％ 6 人 20％ 

（注）支給率、支給対象職員数については、令和５年４月１日現在の数値 

 

(４)特殊勤務手当（普通会計） 

支給実績（令和４年度決算） 344,464 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和４年度決算） 34,367 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和４年度） 23％ 

手当の種類（手当数） 16 種 

（注） 手当の種類については、令和５年４月１日現在 

 

(５)時間外勤務手当（普通会計） 

支給実績（令和４年度決算） 1,472,444 千円 

職員１人当たり平均支給年額（令和４年度決算） 301,669 円 

       ※一人当たりの算出は、管理職等の時間外勤務手当の支給がない職員を除いて算出 

 

(６)その他の手当（令和５年４月１日現在） 

種別 内容及び支給単価 国の制度 

扶養手当 

配 

偶 

者 

行政職給料表 6 級相当(課

長級)以下の者（※１） 
6,500 円 同じ 

 

※１は行政職

俸給表（一）

７級職員等以

下に、※２は

行政職俸給表

（一）８級職

員等に読み替

え 

行政職給料表 7 級相当(部

長級)の者（※２） 
3,500 円 

そ
の
他
の 

扶
養
親
族 

子1人につき 10,000円 

満16歳から22歳の加算 5,000円 

孫・父母等1人につき 

(行政職給料表6級相当(課

長級)以下の者)（※１） 

6,500円 

孫・父母等1人につき 

(行政職給料表7級相当(部

長級)の者)（※２） 

3,500円 

住居手当 

月額12,000円を超える家賃を支払っている者 

月額100円～27,000円 

（堺市内の賃貸住宅に居住する場合については、月額

３,０００円を加算。） 

居住場所によ

る加算制度は

なし。 

通勤手当 

徒歩通勤した場合の通勤距離が片道２㎞以上であると

き 

1.交通機関等の利用者  

最長定期券価額を6ヶ月毎に支給 

（月額55,000円限度） 

１、３は同じ 

２は2,000円

～31,600円

を支給 



１１ 

2.自動車等の使用者  

距離に応じて支給（２,000円～31,６00円） 

（自転車の使用者のうち、片道の使用距離が2km

以上15km未満の職員については、月額1,000円

（堺市内に居住する場合は、月額2,000円）を加

算。） 

3.徒歩通勤者  

支給なし 

管理職手当 

･局長  111,000円  ･理事    100,000円 

･部長   91,000円   ･部理事   83,000円 

･課長  70,000円   ･参事    64,000円 

官職に応じて

定額（46,30

0円～139,30

0円）を支給 

（注）その他、休日勤務手当や宿日直手当などの支給があります。 

 

７ 等級及び職制上の段階ごとの職員数の状況（令和５年４月１日現在） 

 （短時間勤務職員等が含まれているため、他の項目の職員数とは合致しません） 

 

行政職給料表 

職

務

の

級 

基準と

なる職

務 

合計 内訳 職制上の段階 

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段

階 

１

級 

定型的

な業務

を行う

職務 

217 5.8 - 217 2,019 54.0 係

員

級 

 

計 217 

２

級 

高度な

知識又

は経験

を必要

とする

業務を

行う職

務 

1,037 277 - 

研究員 

指導員 

1,031 

2 

8 

計 1,037 

３

級 

副主査 765 20.5 副主査 

副主任研究員 

主任指導員 

746 

6 

13 

計 765 

４

級 

係長又

は主査 

826 22.1 係長 

主査 

主任研究員 

図書館分館長 

管理主事 

指導主事 

415 

361 

7 

4 

4 

35 

826 22.1 係

長

級 

計 826 



１２ 

５

級 

課長補

佐又は

主幹 

440 11.8 課長補佐 

主幹 

所長代理 

館長代理 

場長代理 

総括研究員 

主任管理主事 

主任指導主事 

173 

202 

15 

6 

2 

3 

9 

30 

440 11.8 課

長

補

佐

級 

計 440 

６

級 

副理

事、課

長又は

参事 

339 9.1 課長 

参事 

所長(7 級に分類さ

れる所長を除

く) 

所次長(7 級に分類

される所次長を

除く) 

室長(8・7 級に分類

される室長を

除く) 

室次長 

局次長(7 級に分類

さ れ る 局 次

長を除く) 

館長(7 級に分類さ

れる館長を除

く) 

場長 

202 

80 

21 

 

 

11 

 

 

12 

 

 

2 

3 

 

 

6 

 

 

2 

339 9.1 課

長

級 

計 339 

７

級 

会計管

理者、

部長、

副区長

又は部

理事 

82 2.2 部長 

副区長 

部理事 

所長(6 級に分類さ

れる所長を除

く) 

所次長(6 級に分類

される所次長を

除く) 

室長(8・6 級に分類

される室長を

除く) 

局長(8 級に分類さ

れる局長を除

く) 

局次長(6 級に分類

42 

8 

14 

10 

 

 

1 

 

 

3 

 

 

1 

 

 

1 

82 2.2 部

長

級 



１３ 

される局次長を

除く) 

館長(7 級に分類さ

れる館長を除

く) 

副館長 

 

 

1 

 

 

1 

計 82 

８

級 

会計管

理者、

監、局

長、区

長又は

理事 

30 0.8 局長 

区長 

監 

会計管理者 

市長公室長 

教育次長 

13 

7 

7 

1 

1 

1 

30 0.8 局

長

級 

計 30 



１４ 

医療職給料表 

職務

の級 

基準とな

る職務 

合計 内訳 職制上の段階 

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階 

１級 １ 医師

又は

歯科

医師 

２ 係長

又は

主査 

1 11.1 主査 

 

1 

 

 

1 11.1 係長

級 

計 1 

２級 課長補佐

又は主幹 

0 0.0 - 0 0 0.0 課長

補佐

級 
計 0 

３級 副理事、

課長、参

事又は医

長 

6 66.7 参事 

医長 

所長(4級に分類される

所長を除く) 

1 

2 

3 

6 66.7 課長

級 

計 6 

４級 部長又は

部理事 

2 22.2 所長(3級に分類される

所長を除く) 

部理事 

1 

 

1 

2 22.2 部長

級 

計 2 

５級 局長又は

理事 

0 0.0 - 0 0 0.0 局長

級 計 0 

 



１５ 

消防職給料表 

職

務

の

級 

基準と

なる職

務 

合計 内訳 職制上の段階 

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段

階 

１

級 

消防士

の職務 

89 8.6 消防士 89 706 68.6 係

員

級 

計 89 

２

級 

消防士

長の職

務 

325 31.6 消防士長(3 級に分類

さ 

れる消防士長を除く) 

325 

計 325 

３

級 

消防司

令補の

職務 

292 28.4 消防司令補 

消防士長(2 級に分類

さ 

れる消防士長を除く) 

270 

22 

計 292 

４

級 

係長又

は主査

の職務 

160 15.6 係長 

主査 

出張所長(5 級に分類

さ 

れる出張所長を除く) 

54 

90 

16 

160 15.6 係

長

級 

計 160 

５

級 

課長補

佐又は

主幹の

職務 

90 8.7 課長補佐 

主幹 

分署長 

副指令長 

副所長 

出張所長(4 級に分類

さ 

れる出張所長を除

く) 

32 

50 

2 

2 

2 

2 

90 8.7 課

長

補

佐

級 

計 90 

６

級 

副理事、

課長、署

長、副署

長又は

参事の

職務 

64 6.2 課長 

署長(7 級に分類され

る署長を除く) 

副署長 

参事 

指令長 

指揮隊長 

指揮副隊長 

所長 

32 

6 

 

9 

9 

2 

2 

2 

2 

64 6.2 課

長

級 

計 64 

７

級 

部長、部

理事又

は署長

7 0.7 部長 

署長(6 級に分類され

る署長を除く) 

3 

3 

 

7 0.7 部

長

級 



１６ 

（部長

級）の職

務 

美理事 １ 

計 7 

８

級 

消防局

長又は

消防局

次長の

職務 

2 0.2 消防局長 

消防局次長 

1 

1 

 

2 0.2 局

長

級 

計 2 

 

保育職給料表 

職

務

の

級 

基準と

なる職

務 

合計 内訳 職制上の段階 

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階 

１

級 

保育士

の職務 

137 47.1 - 137 227 78.0 係員

級 計 137 

２

級 

副主査

の職務 

90 30.9 副主査 90 

計 90 

３

級 

保育主

任、係

長又は

主査の

職務 

27 9.3 主任保育教諭 

主査 

25 

2 

27 9.3 係長

級 

計 27 

４

級 

所長代

理、課

長補佐

又は主

幹の職

務 

22 7.6 園長(5 級に分類される

園長を除く） 

副園長 

主幹 

 

4 

 

15 

3 

 

22 7.6 課長

補佐

級 

計 22 

５

級 

副理

事、所

長、課

長又は

参事の

職務 

15 5.1 園長(4 級に分類される

園長を除く） 

幼保総括参事 

参事 

12 

 

1 

2 

15 5.1 課長

級 

計 15 



１７ 

再任用職員給料表 

職

務

の

級 

基準と

なる職

務 

合計 内訳 職制上の段階 

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階 

１

級 

知識又

は経験

を活用

した業

務を行

う職務 

236 60.2 - 236 236 60.2 係員

級 

計 236 

２

級 

１ 係

長又

は主

査の

職務 

２ 総

括的

又は

困難

な業

務を

行う

職務 

95 24.2 総括 

 

95 

 

95 24.2 係長

級 

計 95 

３

級 

課長補

佐又は

主幹の

職務 

0 0.0 - 0 

 

0 0.0 課長

補佐

級 計 0 

４

級 

副理事、

課長、参

事、総括

参事役

又は参

事役の

職務 

60 15.3 総括参事役 

参事役 

20 

40 

 

 

 

60 15.3 課長

級 

計 60 

５

級 

会計管

理者、部

長、副区

長又は

部理事

の職務 

1 0.3 - 1 1 03 部長

級 

計 1 

６

級 

監、局

長、区長

0 0.0 - 0 0 0.0 局長

級 



１８ 

又は理

事の職

務 

計 0 

 

特定任期付職員給料表 

号給 従事する業務 合計 内訳 

（人） （％） 職名 （人） 

1 号 高度の専門的な知識経験を有する者がその

知識経験を活用して業務に従事する場合 

0 0.0  0 

2 号 高度の専門的な知識経験を有する者がその

知識経験を活用して困難な業務に従事する

場合 

1 100.0 主幹 1 

3 号 高度の専門的な知識経験を有する者がその

知識経験を活用して特に困難な業務に従事

する場合 

0 0.0  0 

4 号 特に高度の専門的な知識経験を有する者が

その知識経験を活用して特に困難な業務に

従事する場合 

0 0.0  0 

5 号 特に高度の専門的な知識経験を有する者が

その知識経験を活用して特に困難な業務で

重要なものに従事する場合 

0 0.0  0 

6 号 極めて高度の専門的な知識経験又は優れた

識見を有する者がその知識経験等を活用し

て特に困難な業務で重要なものに従事する

場合 

0 0.0  0 

7 号 極めて高度の専門的な知識経験又は優れた

識見を有する者がその知識経験等を活用し

て特に困難な業務で特に重要なものに従事

する場合 

0 0.0  0 

 

 



１９ 

高等学校等教育職給料表 

職務

の級 

基準となる職務 合計 内訳 職制上の段階 

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階 

１級 高等学校又は特

別支援学校の講

師(人事委員会規

則で定めるもの

を除く。)、助教

諭、養護助教諭又

は実習助手(人事

委員会規則で定

めるものを除

く。)の職務 

147 43.2 講師 

実習助手 

養護助教諭 

141 

２ 

4 

147 43.2 講師 

助教諭 

養護助教諭 

実習助手 

計 147 

２級 高等学校又は特

別支援学校の教

諭、養護教諭(人

事委員会規則で

定めるものを除

く。)又は栄養教

諭(人事委員会規

則で定めるもの

を除く。)の職務  

170 50.0 教諭 

養護教諭 

栄養教諭 

総括実習助

手 

162 

3 

4 

1 

 

170 50.0 教諭 

養護教諭 

栄養教諭 

実習助手 

 

計 170 

3 級 高等学校又は特

別支援学校の主

幹教諭又は指導

教諭の職務 

11 3.2 主幹教諭 

指導教諭 

指導養護教

諭 

5 

5 

1 

11 3.1 主幹教諭 

指導教諭 

 

計 11 

4 級 1 高等学校の

教頭の職務 

2 特別支援学

校の副校長又は

教頭の職務 

８ 2.4 副校長 

教頭 

 

1 

7 

８ 2.4 教頭 

計 ８ 

5 級 高等学校又は特

別支援学校の校

長の職務 

 

４ 1.2 校長 

准校長 

3 

1 

4 1.2 校長 

 

計 4 



２０ 

行政職給料表(学校に勤務する者に限る) 

職務

の級 

基準となる職

務 

合計 内訳 職制上の段階 

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階 

１級 主事又は技師

の職務（2級に

分類される主

事又は技師の

職務を除く。） 

80 41.0 主事 

技師 

72 

8 

160 82.1 係員級 

計 80 

2 級 高度な知識又

は経験を必要

とする業務を

行う主事又は

技師の職務 

58 29.8 主事 

技師 

54 

4 

計 58 

3 級 副主査の職務 22 

 

11.3 副主査 22 

計 22 

4 級 主査の職務 34 17.4 主査 34 34 17.4  

 

 

係長級 

計 34 

5 級 高等学校の経

営企画室の室

長代理の職務 

0 0.0  0 0 0.0 課 長 補 佐

級 

計 0 

6 級 高等学校の経

営企画室の室

長又は参事の

職務 

1 0.5 経営企画室

長 

1 1 0.5 課長級 

計 1 

 

 

再任用職員給料表(学校に勤務する者に限る) 

職務の

級 

基準となる職務 合計 内訳 職制上の段階 

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階 

１級 主事又は技師の

職務 

19 100 主事 

 

19 19 100 係員級 

計 19 

２級 主査の職務 0 0.0  

 

0 

 

0 0.0 係長級 

計 

 

0 

 

 



２１ 

小中学校等教育職給料表 

職務

の級 

基準となる職

務 

合計 内訳 職制上の段階 

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階 

１級 幼稚園、小学校

又は中学校の

講師(人事委員

会規則で定め

るものを除

く。)、助教諭

又は養護助教

諭の職務 

808 18.6 講師 

養護助教諭 

744 

64 

 

808 18.6 講師 

助教諭 

養護助教諭 

計 808 

２級 幼稚園、小学校

又は中学校の

教諭、養護教諭

(人事委員会規

則で定めるも

のを除く。)又

は栄養教諭(人

事委員会規則

で定めるもの

を除く。)の職

務 

3066 70.7 

 

教諭 

養護教諭 

栄養教諭 

2905 

123 

38 

3066 70.7 

 

教諭 

養護教諭 

栄養教諭 

計 3066 

3 級 幼稚園、小学校

又は中学校の

主幹教諭又は

指導教諭の職

務 

188 4.3 主幹教諭 

指導教諭 

指導養護教諭 

指導栄養教諭 

113 

63 

8 

4 

188 4.3 主幹教諭 

指導教諭 

計 188 

4 級 1 幼稚園の

園長の職務 

2 小学校又

は中学校の副

校長又は教頭

の職務 

141 3.3 園長 

准園長 

副校長 

教頭 

4 

1 

1 

135 

141 3.3 園長 

副校長 

教頭 

計 141 

5 級 小学校又は中

学校の校長の

職務 

133 3.1 校長 133 133 3.1 校長 

計 133 

 

 

 



２２ 

企業職給料表 

職務

の級 

基準とな

る職務 

合計 内訳 職制上の段階 

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階 

１級 定型的な

業務を行

う職務 

18 4.0 - 18 262 58.9 係 員

級 

計 18 

２級 高度な知

識又は経

験を必要

とする業

務を行う

職務 

131 29.4 - 131 係 員

級 

計 131 

３級 副主査 113 29.4 副主査 

 

113 係 員

級 

計 113 

４級 係長又は

主査 

100 22.5 

 

係長 

担当係長 

主査 

38 

10 

52 

100 22.5 

 

係 長

級 

計 100 

５級 課長補佐

又は主幹 

43 9.7 課長補佐 

主幹 

 

15 

28 

 

43 9.7 課 長

補 佐

級 

計 43 

６級 副理事、課

長又は参

事 

33 7.4 課長 

参事 

 

24 

9 

 

33 7.4 課 長

級 

計 33 

７級 会計管理

者、部長、

副区長又

は部理事 

5 1.1 部長 

部理事 

 

4 

1 

 

5 1.1 部 長

級 

計 5 

８級 監、局長、

区長又は

理事 

2 0.5 局次長 

理事 

1 

1 

2 0.5 局 長

級 

計 2 

 

 

 



２３ 

企業職給料表(再任用) 

職務の

級 

基準とな

る職務 

合計 内訳 職制上の段階 

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階 

１級 知識又は

経験を活

用した業

務を行う

職務 

33 78.6 - 33 33 78.6 係員級 

計 33 

２級 １ 係長

又は主

査の職

務 

２ 総括

的又は

困難な

業務を

行う職

務 

6 14.3 総括 

 

6 6 14.3 係長級 

計 6 

３級 課長補佐

又は主幹

の職務 

0 0.0 - 0 

 

0 0.0 課長補

佐級 

計 0 

４級 副理事、

課長、参

事、総括

参事役又

は参事役

の職務 

3 7.1 参事役 

 

3 

 

 

3 7.1 課長級 

計 3 

５級 会計管理

者、部長、

副区長又

は部理事

の職務 

0 0.0 - 0 

 

0 0.0 部長級 

計 0 

６級 監、局長、

区長又は

理事の職

務 

0 0.0 - 0 

 

0 0.0 局長級 

計 0 

 

 



２４ 

現業職給料表 

職務

の級 

基準とな

る職務 

合計 内訳 職制上の段階 

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階 

１級 技能又は

経験を必

要とする

職務 

0 0.0 - 0 0 100 

 

係員級 

計 0 

２級 相当高度

の技能又

は経験を

必要とす

る職務 

0 0.0 - 

 

0 

 

0 

計 0 

３級 副主査の

職務 

29 53.7 副主査 29 

 

29 

計 29 

再任

用 

知識又は

経験を活

用した業

務を行う

職務 

25 46.3 - 

 

25 25 

計 25 

 

８ 市長・副市長の給料等及び議会議員の報酬等の状況（令和５年４月１日現在） 

区     分 給 料 月 額 等 

給
料 

市    長 

副 市 長 

1,190,000円（※833,000円） 

990,000円（※841,000円） 

報
酬 

議    長 

副 議 長 

議    員 

950,000円 

850,000円 

780,000円 

期
末
手
当 

市    長 

副 市 長 

（令和４年度支給割合）  4.3月分 

        （加算率）  20％ 

議    長 

副 議 長 

議    員 

（令和４年度支給割合）  4.3月分 

        （加算率）  20％      

※（ ）内の額は、減額措置後の額で、実施期間は、「9 市長・副市長・議会議

員の給与・報酬減額措置状況（参考）」のとおり。 

 

 



２５ 

９ 市長・副市長・議会議員の給与・報酬減額措置状況（参考） 

 令和元年 7 月～現市長の現任期中 

（２期目） 

市    長 

・給料、地域手当及び期末手当を 30％減額 

（以下令和 2 年 6 月～１１月） 

・給料月額、地域手当を４５％減額 

・期末手当を３０％減額 

副  市  長 

・給料、地域手当及び期末手当を 15％減額 

（以下令和 2 年 6 月～１１月） 

・給料月額、地域手当を３０％減額 

・期末手当を１５％減額 

 

 
令和３年４月～令和５年３月 令和５年 6 月～令和 9 年 4 月 

議員 ・報酬月額を 5%減額 

・議会運営委員会委員長、同副委員長、

議会常任委員会委員長、同副委員長及び

議会特別委員会委員長、同副委員長の報

酬月額を、正副議長以外の議員の報酬月

額と同額の 78 万円とする。 

 

 

Ⅳ 勤務時間その他の勤務条件の状況 

職員の勤務時間、休憩時間、年次有給休暇などについては、「堺市職員の勤務時間、休日、

休暇等に関する条例（昭和４６年条例第１８号）」で定められており、次のとおりです。 

 

１ 勤務時間の状況 

令和 5 年４月１日における職員の勤務時間は、次のとおりです。 

１週間の勤務時間 １日の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間 

３８時間４５分 ７時間４５分 ９：００ １７：３０ 
１２：００ 

～１２：４５ 

（注） この勤務時間については、本庁勤務の職員の勤務時間であり、変則勤務

職場や教職員については、別に定められています。 

 

２ 年次有給休暇の取得状況 

職員の年次有給休暇は、１年度につき２０日付与され、使用しなかった休暇について

は、翌年度に限り繰り越されます。 

令和 4 年度における職員の年次有給休暇の平均取得日数は、１５．５日です。 

    



２６ 

３ その他の休暇の状況 

その他に「堺市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例」等に基づき認められて

いる休暇には、公民権の公使のための休暇、結婚休暇、産前・産後休暇、子の看護のた

めの休暇などがあります。 

  

４ 介護休暇の取得状況 

介護休暇とは、職員の配偶者、父母、子、配偶者の父母などを介護するために、任命

権者の承認を得て、６か月の期間内において必要と認められる期間取得できる制度です。 

 令和４年度における介護休暇の取得者数は、１６人です。 

 

Ⅴ 職員の休業の状況 

  職員の休業には、「地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）」

に基づく育児休業、部分休業及び、「地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）」に基

づく配偶者同行休業があります。 

 

１ 育児休業の取得状況 

育児休業とは、任命権者の承認を得て、養育する子が３歳に達するまでの間、休業す

ることができる制度です。 

 また、部分休業とは、育児休業と同じく、任命権者の承認を得て、養育する子が小学

校就学に達するまでの間、１日につき２時間以内で休業することができる制度です。 

令和４年度における育児休業及び部分休業の取得状況は次のとおりです。（教職員を含

む。） 

 

２ 配偶者同行休業の取得状況 

配偶者同行休業とは、任命権者の承認を得て、外国で勤務等をする配偶者と生活を共

にする場合、休業することができる制度です。 

 

令和 4 年度に新たに取得した職員数は０人です。 

 

 
令和４年度中に新たに育児休業

等が取得可能となった職員数 
育児休業 部分休業 

男性 301 132 1 

女性 261 259 31 

計 562 391 32 

（人） 



２７ 

Ⅵ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

１ 分限 

分限処分とは、「地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）」第２８条に基づき、公

務能率の維持と公務の適正な運営の確保を図るために、降任、免職、休職又は降給の不

利益処分を行うことです。 

令和４年度に行った分限処分の件数は、次のとおりです。 

区分 免職 休職 降任 降給 合計 

市長事務部局等 ０ １１７ ０ ０ １１７ 

消 防 局 ０ ９ ０ ０ ９ 

教育委員会 ０ １３３ ０ ０ １３３ 

上下水道局 ０ １５ ０ ０ １５ 

合計 ０ ２７４ ０ ０ ２７４ 

 

２ 懲戒 

懲戒処分とは、「地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）」第２９条に基づき公務員

としてふさわしくない非違行為を行った職員の道義的責任を追及することで服務規律の

維持を図るために、戒告、減給、停職又は免職の不利益処分を行うことです。 

 

令和４年度に行った懲戒処分の件数は、次のとおりです。 

区分 免職 停職 減給 戒告 合計 

市長事務部局等 ０ ０ １ ０ １ 

消 防 局 ０ １ ０ ０ １ 

教育委員会 ２ １ １４ ５ ２２ 

上下水道局 ０ ０ ０ １ １ 

合計 ２ ２ １５ ６ ２５ 

 

 

Ⅶ 服務 

地方公務員法には、すべての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、

全力を挙げて職務の遂行に専念しなければならないとされ、地方公務員が遵守すべき服務

の根本基準が定められています。 

それ以外にも、個別の義務として、法令の遵守や上司の職務上の命令に忠実に従う義務、

職務に専念する義務や職務上知り得た秘密を守る義務が課せられています。また、争議行

為などや信用失墜行為を行うことも禁止されており、さらには、営利企業などに従事する

ことや政治的行為を行うことも制限されています。 

このように、地方公務員には職務の円滑な遂行や住民の公務に対する信頼を確保するた

めに、さまざまな制約があります。 

こうした服務規律を確保し、より一層の服務規律の維持向上に努めるべく、職員に対し

て周知徹底し、適切な指導に取り組んでいます。 

 



２８ 

Ⅷ 職員の退職管理 

 本市では、「堺市職員及び組織の活性化に関する条例（平成２４年条例第３０号）」「堺

市退職者の再就職に係る状況の公表等に関する要綱」を設け、退職者の再就職に関する

取扱いを定め、適切な退職管理の確保を図っています。 

  職員の退職管理の内容は次のとおりです。 

 

 １ 再就職者による現職職員への働きかけの規制 

 

  市を退職後、営利企業等に再就職した元市職員は、本市と再就職した営利企業との間

の契約や処分に関する事務について、離職前５年間の職務に関し、離職後２年間に職務

上の行為をするように、又はしないように現職職員に要求、依頼することが規制されて

います。規制される働きかけの内容は次のとおりです。 

規制の主体 規制される働きかけの内容 規制期間 

全ての再就職者 

離職前５年間の職務に関する現職職員への働きかけ 離職後２年間 

在職中に自らが決定した契約・処分に関する現職職員

への働きかけ 
期間定めなし 

管理職職員 
離職前５年より前に管理職に就いていたときの職務

に関する現職職員への働きかけ 
離職後２年間 

 

 ２ 再就職状況等の報告 

 

(１)離職時の報告 

職員が定年又は自己都合等により離職する場合には、「堺市退職者の再就職等に係 

る状況の公表等に関する要綱」に基づき、離職時に再就職先等の離職後の予定につい 

て市に報告する必要があります。 

 

    (２)離職後２年間における報告 

    管理職（課長級以上）の職員については、離職後においても市に対して一定の影響 

   力を有していると考えられるため、「堺市職員及び組織の活性化に関する条例」に基

づき、離職後２年間に再就職した場合は、その都度、市に再就職した旨の届出を行う

ことが義務付けられています。 

    また、職員の再就職に関する公正性及び透明性を確保し、退職管理の適正を確保す

るための措置として、これらの再就職状況を本市ホームページ等で公表しています。 

    令和４年度中に退職した管理職職員の再就職先の公表の概要は次のとおりです。 

 

   ○令和４年度中に退職した管理職職員の再就職先の概要（教職員除く） 

職務の級 

（退職時） 

退 職 後 の 再 就 職 状 況  

再任用等 外郭団体 民間 自治体等 未就職 

局長級 ７ ３ ０ ０ ０ 

部長級 １３ ３ ３ ０ ２ 

課長級 ２０ ２ ２ ２ １４ 

計 ４０ ８ ５ ２ １６ 
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○令和４年度中に退職した管理職職員の再就職先の概要（教職員） 

職務の級 

（退職時） 

退 職 後 の 再 就 職 状 況  

再任用等 外郭団体 民間 自治体等 未就職 

校長、准校長 １１ ０ １ ５ １ 

園長、教頭、副校長 ４ ０ ２ １ ０ 

経営企画室長 ０ ０ ０ ０ ０ 

計 １５ ０ ３ ６ １ 

 

Ⅸ 職員の研修 

堺市職員の研修は、「地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）」第３９条の規定に基

づき、職員の勤務能率の発揮及び増進のために実施しています。 

 

１ 堺市が実施する研修 

職員研修は、行政をとりまく環境の変化に対応し得る組織体制及び職場風土をつくる

ため、職務を遂行する上で必要な知識、技能等を習得し、その能力の向上を図ることに

より、職員が地方自治の本旨を理解し、公務員としての使命及び責任を自覚するととも

に、その行動を変容し、もって市民の付託に応える市政の推進に資することを目的とし

て、「堺市職員研修規程（昭和５８年庁達第１号）」に基づき実施しています。 

令和４年度は以下のとおり実施しました。 

 

（１）職場研修 

日常の業務を通じて、又は日常の業務に関連させ、業務の遂行に必要な知識、技能、

態度等の習得を図る研修 

 

（２）業務主管研修 

業務を主管する組織の長が、当該組織が主管する業務と同種の業務等を担当する他

の組織に所属する職員を対象に、実務的かつ専門的な能力の習得と向上を図る研修 

 

（３）職員能力開発センター研修 

・特 別 研 修 － 時勢に応じて職員に期待される役割に照らし合わせて、

職場での行動を点検し、自らの意思による意識改革・行

動改革を促す研修 

 

・階 層 別 研 修 － 職員又は職務の階層別に、その階層に共通して必要とさ

れる知識、技能等を習得させるために行う研修 

 

・選 択 研 修 － 職務内容やニーズに応じて広い視野及び高い識見を養

成し、職務の遂行に必要な能力等を養成するために行う

研修 
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（４）その他 

・自 己 啓 発 支 援 － 職務遂行能力の向上のために、勤務時間外に自主的に取

り組む自己啓発を支援する事業 

 

・外 部 派 遣 研 修 － より高度な政策形成・マネジメント能力等を養成するた

め、外部機関が実施する研修へ派遣するもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年度 職員能力開発センター研修 実施状況 

研  修  名 人数 

特
別
研
修 

トップセミナー 131 

管理職セミナー 515 

意識改革ワークショップ 97 

仕事のやり方改革研修 66 

防災研修会 116 

階
層
別
研
修 

公務員基礎研修Ⅰ 254 

公務員基礎研修Ⅱ 203 

公務員基礎研修Ⅲ 141 

キャリア形成支援研修 94 

係長級昇任予定者研修 87 

新任係長級研修 135 

新任課長補佐級研修 104 

新任課長級研修 75 

再任用職員研修 42 

選
択
研
修 

選択研修（議会対応力向上 外 3 件） 100 

職
場
研
修
支
援
・ 

自
己
啓
発
支
援 

ルーキートレーナー研修 85 

接遇研修 213 

e-learning（ビジネスマナー・パソコンスキル） 240 
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令和４年度 自己啓発支援 実施状況 

 

・職員通信教育奨励制度 

    人材開発課（現：人事課）指定の通信講座を申込した職員 

     令和４年度適用人数  ５人 

  ・自主研究グループ活動支援制度 

自主研究グループに対する奨励金の交付、講師等の紹介、参考図書等の情報

提供及び研修室の貸出 

     令和４年度適用グループ数  ３グループ 

  ・職員資格取得等報奨制度 

人材開発課（現：人事課）指定の資格等を取得した職員に対し、奨励金を交付 

     令和４年度適用人数  ４５人 

 

 

令和４年度 外部派遣研修 実施状況 

研修機関 コース名 派遣人数 

部落解放・人権研究所 部落解放･人権大学講座（第１１８期） 1 

公務人材開発協会 JKET 指導者養成研修会 2 

全国市町村国際文化研修所 女性リーダーのためのマネジメント研修 1 

 

 

２ 消防局が実施する研修 

  地方公務員法第３９条の規定に基づき、堺市職員研修規程に定める研修を実施。（職員

能力開発センター研修は、任命権者間の協議に基づき、人材開発課（現：人事課）にお

いて実施） 

消防局が実施する研修は、消防職員に対し消防の使命及び責務を正しく自覚し、及び

認識させるとともに、知識と技能の修得、体力の錬成と規律の保持及び人格の向上を図

ることにより、能率的に職務を遂行し得る職員を養成することを目的として、「堺市消防

職員研修規程」（平成２５年消防長庁達第１７号）に基づき実施している。 

令和４年度に実施した研修は以下のとおり。 

(１) 学校研修 

職員を消防学校又は消防大学校に派遣して行う教育訓練 

 

(２) 委託研修 

職員を各分野の専門知識、技能の修得又は資格取得のために、他の地方公共団体そ

の他の団体等に派遣して行う教育及び訓練 

 

(３) 一般研修 

局長等がその所属の職員に対して行う研修及び訓練並びに職務上管理監督の地位

にある者が常時部下の統率指導を通じて行う研修及び訓練。 
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令和４年度 学校研修・委託研修・一般研修 実施状況（消防局） 

 科目 回数 延人数 

学

校

研

修 

消

防

大

学

校 

救助科 １ １ 

府

立

消

防

学

校 

初任教育 ２ ２７ 

専科教育（救助科） ２ １３ 

専科教育（警防科） １ １０ 

専科教育（防火査察） １ ４ 

専科教育（予防科消防用設備） １ ４ 

専科教育（予防科危険物） １ ３ 

専科教育（火災調査科） １ 10 

幹部教育（初級幹部科） １ 10 

幹部教育（中級幹部科） １ 10 

幹部教育（上級幹部科） １ ３ 

特別教育（はしご車技術講習） ２ ５ 

特別教育（通信指令研修） １ ２ 

特別教育（採用後 3 年目研修） ４ １７ 

委

委 

託

研

修 

総

務

関

係 

衛生管理者受験講習 １ ５ 

NOMA（法令の読み解き・条例立案の基礎と実務） １ １ 

警

防

関

係 

潜水士受験 １ ４ 

小型移動式クレーン運転技能講習 １ ４ 

玉掛け技能講習 １ ４ 

酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技術講習 １ １ 

低圧電気取扱業務に係る特別教育講習 １ １ 

２級小型船舶操縦士免許更新講習 １ １ 

２級小型船舶操縦士免許取得講習 １ １ 

ウインチ特別教育 １ １ 

潜水技術研修（NSTC）「5 日間コース」 １ １ 

ＮＩＲＳ放射線事故初動セミナー １ １ 

国際消防救助隊セミナー １ １ 

伐木等の業務に関する特別教育 １ ２ 

大阪市消防局受託研修 指揮研修 １ ２ 

大阪市消防局受託研修 消火技術指導者研修 １ ２ 

大阪府下消防長会 消防活動事例発表会 １ １５ 

災害対策専門研修 １ １ 
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原子力防災研修 １ ８ 

整備管理者選任前研修 １ ４ 

安全・副安全運転管理者講習 １ １５ 

大阪府機関員養成講習派遣計画 １ １３ 

大型機関員特別講習（随時） １ １０ 

全国市有物件災害共済会講演会 １ １ 

大阪市消防局指令課 指令業務研修 ２ ２ 

通信指令シンポジウム １ １ 

救

急

関

係 

大阪市消防局高度専門教育訓練センター 

救急救命士養成課程 
１ ６ 

救急救命東京研修所 救急救命士研修課程 １ １ 

救急救命九州研修所 救急救命士研修課程 １ １ 

日本臨床救急医学会 １ ２ 

全国救急隊員シンポジウム １ ６ 

近畿救急医学会研究会 救急隊員部会 ４ ２８ 

救急救命士気管挿管病院実習 

（30 症例・大阪労災病院） 
１ １３ 

救急救命士気管挿管病院実習 

（ビデオ・堺市立総合医療センター） 
１ ９ 

救急救命士気管挿管病院実習 

（ビデオ・耳原総合病院） 
１ １３ 

救急救命士生涯教育病院実習 

（堺市立総合医療センター・日勤）配置 
１ １１１ 

救急救命士生涯教育病院実習 

（近畿大学病院・日勤）配置 
１ ９２ 

救急救命士就業前教育 

（堺市立総合医療センター） 
１ １２ 

指導救命士養成研修 １ ２ 

予

防

関

係 

予防技術検定 

（防火査察・消防用設備等・危険物） 
１ １４ 

消防用設備製造工場等視察研修 １ ２５ 

予防技術講習会 １ ２ 

消防用設備等講演会 

（消防用設備等の性能規定に関する技術講習会） 
１ ５ 

建築防火・防災講習会 １ ５  

建築物防災に関する講演会 １ ２ 

兵庫県下消防長会火災調査研究会 １ ４２ 

京都府下消防長会火災調査事例発表会 １ ４２ 

大阪府下消防長会火災調査事例発表会 １ ６ 

ガスクロマトグラフ操作講習会 １ ６ 

消防研究センター調査技術会議 １ ６ 
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大阪府東ブロック火災調査事例発表会 １ ２ 

全国消防技術者会議 １ ３ 

ハロン消火剤と予防行政に関する研修会 １ ３ 

日本吹奏楽指導者クリニック １ １ 

非破壊試験技術講習会 １ １ 

屋外タンク実務担当者講習会 １ １ 

高圧ガス保安法研修 １ １ 

LP ガス保安研修 ２ ２ 

屋外タンク貯蔵所の泡消火設備の一体的な点検に関す

る講習会 
１ １ 

行政機関向け高圧ガス保安法令勉強会 １ １ 

高圧ガス保安法令セミナー １ １ 

危険物事故防止講習会 １ ２ 

危険物保安技術講習会 １ １６ 

地下タンク等定期点検技術者講習 １ １６ 

移動貯蔵タンク定期点検技術者講習 １ １６ 

保安検査のポイントと事例紹介セミナー １ １ 

高圧ガス保安法の許可・届出に係る運用と解釈説明会 １ １ 

防爆セミナー １ １ 

企業防災対策指導研究会 １ １６ 

一

般

研

修 

交通安全運転研修会 ５ １５０ 

救助小隊長訓練 ２ ６４ 

登録指揮隊員研修 １ ８ 

警防研修会 ２ ９３ 

地震災害対応訓練 ２ ３１２ 

緊急消防援助隊関連訓練 ３ ４８ 

集中講義 ６ ２９７ 

救急救命技術研修会 １ ８１ 

症例検討会 ６ １７６ 

特別救急隊勉強会 ２ ４６ 

調査責任者研修 １ ３４ 

火災調査事例発表会 １ ４５ 

予防業務に関する研修 １１ １６５ 

総合防災センターにおける予防研修 １ ４６ 

予防業務基礎研修 ２ １６ 

 

 

 

 

 



３５ 

 

３ 教職員の研修 

教職員の研修は、子ども一人ひとりの「生きる力」の育成に向け、各学校園の教育改

善の推進と教育力向上を担う「情熱」「指導力」「人間力」を備えた教職員の育成のため

に、効果的かつ計画的に研修・研究を進めることを目的として、堺市教育センターで実

施しています。令和４年度において実施した研修は、次のとおりです。 

 

研究部門 

学力調査等の分析等を基に、本市の現状把握を行うとともに、他市の先進事例の情報

収集を行い、個々の子どもの総合的な学力向上、教員の資質、実践力、マネジメント力

の向上を図る研究を行い発信する。 

 

研修部門  

基 本 研 修・・・「堺市教員育成指標」に基づき、教職経験年数に応じて、教職員として

職務を遂行するために必要な資質能力の向上を図る。 

管理職研修・・・今日の社会や教育の動向及び本市における教育課題についての認識を深

め、危機管理能力をはじめ学校管理運営に必要な資質能力の向上を図る。 

総 合 研 修・・・教育の今日的課題をとりあげ、意識改革と多様な問題に対応する資質  

能力の向上を図る。 

特 別 研 修・・・自己啓発を促し、教員としての資質能力の回復･向上を図るとともに、

教育課題を創造的に解決しようとする教職員の研修や実践を支援する。 

 

 

令和４年度 教育センター研修 実施状況 

 

 研修名 延回数 延人数 

研 
究 

部 

門 

がんばる学校園サポート 22 593 

教育課題研究支援 5 10 

教職員教育研究講演会 13 1,387 

教職員教育研究事業 168 228 

全国学力・学習状況調査結果等による総合的な学力

向上に関する説明会 
1 142 

基 

本 

研 

修 

初
任
者
・
発
展
研
修
及
び 

新
規
採
用
者
研
修 

幼稚園新規採用教員研修 13 26 

初任者・発展研修(小学校･中学校･高等学

校･特別支援学校) 
20 3,346 

新規採用養護教諭研修 12 37 

新規採用栄養教諭研修 11 66 

新規採用学校事務職員研修 5 112 

経
験
者
研
修
及
び 

専
門
研
修 

中堅教諭等資質向上研修（15 年次） 2 167 

中堅教諭等資質向上研修（8 年次） 4 1,238 

中堅教諭等資質向上研修（5 年次） 2 428 

幼児教育研修 15 960 

幼児教育実践交流セミナー 3 75 

保幼小合同研修会 3 571 



３６ 

 

管

理

職

研

修 

管
理
職
研
修 

校園長研修 1 93 

教頭研修 1 147 

新任校園長研修 2 76 

新任教頭研修 2 108 

食育・衛生管理研修 1 114 

ハラスメント防止研修 1 110 

総 

 

合 

  

研 

 

修  

課 

題 

別 

研 

修 

人権教育研修 2 239 

教科版授業スタンダード活用研修 10 369 

教職員基本研修 11 932 

特別支援教育推進研修 2 165 

支援学級担任研修 5 279 

新任支援学級担任研修会 1 85 

特別支援教育コーディネーター研修 2 137 

通級指導教室担当者研修 8 205 

探究的な学び実践研修 10 57 

応急手当普及員養成研修 ２ 35 

心肺蘇生法実技研修 １ 12 

学校保健安全研修 １ 57 

指導教諭等研修 ２ 96 

主幹教諭研修 ２ 154 

ハラスメント防止研修 １ 40 

中学校武道・ダンス研修 ９ 158 

研修主任研修 ４ 388 

拠点校指導教員・初任者指導教員研修 2 84 

新任保健主事研修 2 100 

学校事務職員研修 １ 107 

高等学校教育研修 6 8 

テーマ別教育課題研修 19 855 

幼児教育研修 3 243 

幼児教育実践交流セミナー 3 57 

保幼小合同研修会 2 341 

教
育
相
談
研
修 

危機対応研修 1 70 

教育相談事例研修① 1 73 

教育相談事例研修② 1 70 

ＡＢＡ（応用行動分析）活用研修 1 72 

子ども理解研修 1 135 

学校教育相談研修① 1 75 

学校教育相談研修② 1 75 

心理尺度活用研修 1 74 

社会性と情動の学習（SEL)研修 1 72 

関係機関連携研修 1 70 

教育相談実践研修 5 116 
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健
康
・
安
全 

教
育
研
修 

養護教育教諭研修 1 89 

栄養教諭・学校栄養職員研修 3 130 

科
学
教
育
研
修 

小学校理科教材研修 28 175 

小学校理科出張研修 26 330 

科学教育研修 9 218 

小学校理科スタンダード研修 3 22 

小学校理科主任研修 2 85 

中学校理科スキルアップ研修 5 32 

CST 活動研修 3 42 

情
報
教
育

研
修 

教 育 用 ソ フ ト （ ス カ イ メ ニ ュ ー ） 活 用 研 修 16 217 

タブレット活用研修 52 1,315 

特
別
研
修 

特
別 

研
修 

堺・教師ゆめ塾 6 214 

堺・学校インターンシップセミナー 2 51 

 

 

Ⅹ 福祉及び利益の保護 

１  健康管理事業等 

職員が、心身ともに健康で、職務遂行にその能力を十分に発揮できるよう、本市にお

いては、「堺市職員安全衛生管理規則（昭和５０年規則第５３号）」に基づく安全衛生管

理体制の整備、各種健康診断の実施等により、職員の健康保持・増進を図っているとこ

ろです。なお、教職員の健康管理事業等は別で実施しています。 

 

令和４年度に実施した主な事業は、次のとおりです。 

(１) 健康診断の実施 

生活習慣病、結核及び職業病などの健康障害を早期に発見するとともに、その結果

を事後の健康増進のために活用することを目的として、各種健康診断を実施しました。 

 



３８ 

 

 

(２) 長時間労働による健康障害防止のための保健指導等 

長時間労働による健康障害防止のため、産業医が、職員に対して面接指導を実施し

ました。（延べ３３２人） 

 

(３) メンタルヘルス対策の実施 

① 【第一次予防】心の健康の保持増進 

心の健康の保持増進を図るため、職員を対象にメンタルヘルス研修（セルフケ

ア・ラインによるケア）を実施するとともに、ストレスチェックを行いました。 

 

○ メンタルヘルス研修（動画） 

区分 対象職員 回数 受講者数 

セルフケア 全職員 １回 ２６０人 

ラインによるケア 課長級以上の職員 １回 ２５１人 

 

※  上記のほか、人材開発課主催の研修の一環として、新規採用職員に対して

セルフケア研修（動画）を実施しています。 

 

〇 ストレスチェック 

労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）第 66 条の 10 の規定に基づき、職員

のストレスチェック（職業性ストレス簡易調査票 57 項目）を実施しました。 

受検者数 ６，８５８人 （令和４年度） 

 

 

② 【第二次予防】心の不健康な状態への早期対応 

外部機関のメンタルヘルス相談窓口           １９件 

庁内メンタルヘルス相談窓口（精神科医師）       ３２件 

心の健康相談（健康管理スタッフによるケア）     ２８５件 

健康診断名 回数（回） 受診者数（人） 

一般定期健康診断 １ ８，３８６ 

特
定
業
務
従
事
者
健
康
診
断
等 

深夜業務従事者健康診断 ２ １２５ 

高気圧業務定期健康診断 １ ９２ 

病原体による汚染の著しい業務従事者健康診断 ２ １０ 

電離放射線業務従事者健康診断 ０ ０ 

特定化学物質取扱業務従事者健康診断 ２ ７０ 

有機溶剤業務従事者健康診断 ２ ５２ 

酸取扱業務従事者健康診断 ２ ５８ 

頸肩腕障害等健康診断 １ ４６４ 

情報機器作業従事者健康診断 １ ２，０２５ 

そ
の
他 

胃Ｘ線検診 １ ５１９ 

子宮がん検診 １ ８６８ 

乳がん検診 １ １，１９４ 

骨粗鬆症検診 １ ２０７ 



３９ 

 

 

③ 【第三次予防】円滑な職場復帰と再発の防止 

〇 職場復帰のための事前訓練 

精神疾患等により休職中の職員が復職する場合における当該職員の復職に対する

不安を軽減し、疾病の再発防止を図るため、その治療の一環として職場復帰のため

の事前訓練を実施しました。 １２件 

 

〇 復職指導 

休職していた職員の復職後の円滑な職場適応と再発予防を目的として、職員本人と

その所属長に対して産業医等による面談を実施しています。 

精神疾患のみ ２８件 

 

(４) 教職員の健康管理等 

① 健康診断の実施 

生活習慣病、結核などの健康障害を早期に発見するとともに、その結果を事後の

健康増進のために活用することを目的として、各種健康診断を実施しました。 

 

 

① 長時間労働による健康障害防止のための保健指導 

   長時間労働による健康障害防止のため、医師が職員に対し健康相談を行いました。 

（のべ 701 人） 

② メンタルヘルス対策の実施 

   【第一次予防】心の健康の保持増進 

   心の健康の保持増進を図るため、管理職（必須）、衛生委員（希望者）を対象に、動

画配信でのメンタルヘルス研修を実施しました。 

また、安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）第６６条の１０の規定に基づき、教

職員のストレスチェック（職業性ストレス簡易調査票５７項目）を実施しました。 

（受検者 3,732 人） 

 

 

   【第二次予防】心の不健康な状態への早期対応  

    〇本市のメンタルヘルス相談窓口（相談数 セルフケア 9 件、ラインケア 3 件、

計１２件） 

 

 

健康診断名 回数（回） 受診者数（人） 

定期健康診断 ４ ４８８９ 

情報機器作業従事者健康診断 １ １７５ 

胃 X 線検診 １ １４５ 

子宮がん検診 １ ３１８ 

乳がん検診 １ ４９５ 

骨粗鬆症検診 １ １６２ 

腰痛検診 １ １８６ 
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   【第三次予防】円滑な職場復帰と再発の防止 

    ○職場復帰のための試し出勤 

精神疾患等により休職中の職員が復職する場合において、当該職員の復職に対

する不安を軽減し、疾病の再発防止を図るため、試し出勤を実施しました。（8 件） 

    ○復職支援 

休職していた職員の復職後の円滑な職場適応と再発予防を目的として、職員本

人とその所属長に対し、復職支援員による面談等を実施しました。（18 件） 

 

２ 公務災害認定件数 

公務上・通勤途上の災害に被災した職員に対し、地方公務員災害補償法に基づき療養

補償、障害補償等の各種補償を行っています。 

        

 公務災害 通勤災害 合  計 

令和４年度 ７７件 ２７件 １０４件 

 ※ 教職員を含む 

 

３ 福利厚生事業 

本市職員の年金制度、健康保険制度などは、大阪府市町村職員共済組合及び公立学校

共済組合で、厚生制度は堺市職員厚生会等で行っています。 

(１)大阪府市町村職員共済組合・公立学校共済組合について 

① 負担率 

ア 長期給付事業 

給料に対する掛金・負担金率 

・大阪府市町村職員共済組合及び公立学校共済組合 

 職員掛金率 市負担金率 公的負担金率 
経過的長期 
給付負担金 

令和４年度 91.5/1000 91.5/1000 41.6/1000 
0.1105 

/1000 

 

 年金払い退職給付 

職員掛金率 市負担金率 

令和４年度 7.5/1000 7.5/1000 

 

期末手当等に対する掛金・負担金率 

・大阪府市町村職員共済組合及び公立学校共済組合 

 職員掛金率 市負担金率 公的負担金率 
経過的長期 
給付負担金 

令和４年度 91.50/1000 91.50/1000 41.6/1000 
0. 1105 

/1000 
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 年金払い退職給付 

職員掛金率 市負担金率 

令和４年度 7.5/1000 7.5/1000 

※ 公的負担金とは基礎年金の給付に要するもので、経過的長期給付負担金とは平成２７年９

月以前決定の公務等給付に要するもので、いずれも地方公共団体（市）の負担分です。 

※ 年金払い退職給付は、共済年金の職域部分廃止後の新たな年金として、被用者

年金制度の一元化に伴い、平成 27 年 10 月から創設されました。 

 

イ 短期給付事業  

給料に対する掛金・負担金率 

・大阪府市町村職員共済組合 

 職員掛金率 市負担金率 
特別財政調整 

負担金率 
公的負担金率 

令和４年度 48.0/1000 48.0/1000 0.1/1000 0.06/1000 

※ 上記の職員掛金率及び市負担金率には介護保険分（9/1000）を含んでいません。  

 

・公立学校共済組合 

 職員掛金率 市負担金率 公的負担金率 

令和４年度 46.6/1000 46.6/1000 0.08/1000 

※ 上記の職員掛金率及び市負担金率には介護保険分（8.82/1000）を含んでいません。 

 

期末手当等に対する掛金・負担金率 

・大阪府市町村職員共済組合 

 職員掛金率 市負担金率 
特別財政調整 

負担金率 
公的負担金率 

令和４年度 48.0/1000 48.0/1000 0.1/1000 0.06/1000 

※ 上記の職員掛金率及び市負担金率には介護保険分としての 9/1000 を含んでいませ

ん。 

※ 特別財政調整負担金とは各共済組合間の掛金に係る不均衡を調整するためのもので、

公的負担金とは育児休業手当金及び介護休業手当金に要するもので、いずれも地方公

共団体（市）の負担分です。 

 

・公立学校共済組合 

 職員掛金率 市負担金率 公的負担金率 

令和４年度 46.6/1000 46.6/1000 0.08/1000 

※ 上記の職員掛金率及び市負担金率には介護保険分としての 7.49/1000 を含んでい

ません。 

※ 公的負担金とは育児休業手当金及び介護休業手当金に要するもので、いずれも地方公

共団体（市）の負担分です。 
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ウ 福祉事業 

給料に対する掛金・負担金率 

・大阪府市町村職員共済組合 

 職員掛金率 市負担金率 

令和４年度 1.6/1000 1.6/1000 

 

・公立学校共済組合 

 職員掛金率 市負担金率 

令和 4 年度 1.41/1000 1.41/1000 

 

期末手当等に対する掛金・負担金率 

・大阪府市町村職員共済組合 

 職員掛金率 市負担金率 

令和４年度 1.6/1000 1.6/1000 

 

・公立学校共済組合 

 職員掛金率 市負担金率 

令和 4 年度 1.41/1000 1.41/1000 

 

② 令和４年度市負担金決算額 

・大阪府市町村共済組合 7,943,756,439 円 

・公立学校共済組合 5,933,707,845 円 

 

③ 事業内容 

・大阪府市町村職員共済組合及び公立学校共済組合 

長期給付事業 

組合員（職員（以下同様。））が永年勤続して退職したときや在

職中の病気やケガがもとで心身に故障が生じた場合、又は死亡し

たときに年金等を給付する事業 

・老齢厚生年金 ・障害厚生年金 ・障害手当金 ・遺族厚生年

金 

短期給付事業 

組合員やその家族が病気やケガをしたとき、又は出産や死亡し

たとき等に必要な費用の一部を給付する事業 

・療養の給付  ・育児休業手当金 ・介護休業手当金 など 

福 祉 事 業 

住宅取得などのための資金の貸付、宿泊施設の運営など組合員

の福祉を増進するための各種事業 

・貸付事業  ・宿泊施設の運営 

保 健 事 業 
健康保持増進を目的に行う事業 

・人間ドック  ・フィットネス施設の利用補助 など 

   ※被用者年金制度の一元化に伴い、平成27年10月から厚生年金に統一されました。 
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(２) 堺市職員厚生会及び堺市学校園教職員厚生会等について 

・堺市職員厚生会（教職員を除く） 

① 負担率 

費用負担割合 職員会費：市補助金 

令和４年度 １ ： 0.45 

（会費は月額で職員の給料月額の 5/1000、市補助金は職員の給料月額の

2.25/1000） 

 

② 令和４年度市補助金決算額（全会計）47,051,577 円 

 

③ 事業内容 

会員制福利厚生事業 
福利厚生代行会社の福利厚生メニュー（各種施設や

店舗等を割安な会員価格で利用）の実施 

人間ドック補助事業 人間ドックの受診料の補助 

ライフプラン事業 生涯生活設計に関するセミナー等の開催 

カフェテリアプラン事業 
付与されたポイント内で、宿泊施設やスポーツ施設

等の利用助成 

給付事業 育児支援金、死亡弔慰金 

福利厚生施設 会議室 

その他 
健康増進事業、職員親睦事業、生命保険・損害保険

等の団体取扱い 

 

・堺市学校園教職員厚生会 

① 個人会費  

   一人あたり 500 円（令和 4 年度） 

   ※本市の費用負担はありません。 

 

② 事業内容 

  レクリエーション事業（スポーツ大会・芸術鑑賞等） 

 

・大阪府教職員互助組合（教職員） 

  教職員は、一般財団法人大阪府教職員互助組合に特別会員として継続加入しています。

なお、本市の費用負担はありません。 
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Ⅺ 人事委員会報告 

人事委員会は、任命権者から独立した中立的かつ専門的な立場から人事行政に関する事

務を公正、効率的に処理する機関で、政令指定都市には設置が義務付けられています。 

 

１ 職員の競争試験及び選考の状況 

(1) 採用試験及び採用選考（任命権者に委任しているものを除く。） 

○令和４年４月実施分                             （人） 

試験区分 
採用予定 

人数 

申込者

数 

第一次試験 

受験者数 

第一次試験 

合格者数 

第二次試験 

受験者数 

最終 

合格者数 

大
学
卒
程
度 

事務 

【早期枠】 

35 名程

度 
722 575 96 85 60 

土木 

（農学・造園を含む。） 
7 名程度 87 77 37 34 14 

建築 若干名 25 23 10 7 3 

社
会
人 

土木 

（農学・造園を含む。） 
4 名程度 16 13 8 8 3 

建築 若干名 ２ 2 2 1 1 

 

○令和４年６月実施分                             （人） 

試験区分 
採用予定 

人数 

申込 

者数 

第一次試験 

受験者数 

第一次試験 

合格者数 

第二次試験 

受験者数 

最終 

合格者数 

大
学
卒
程
度 

大学卒程度（事務） 4 4 名 程 度 336 206 143 123 44 

機械 3 名程度 11 6 5 5 3 

電気 4 名程度 7 3 2 2 0 

化学 若干名 10 6 5 5 1 

消防吏員Ⅰ １２名程度 98 78 55 54 20 

消防吏員Ⅱ 15 名程度 57 39 26 25 9 

消防吏員Ⅲ 

（航海・機関） 
若干名 2 1 1 0 - 

消防吏員Ⅳ 

（航海・機関） 
若干名 4 3 2 2 1 

社会福祉 6 名程度 21 14 11 9 3 

心理 若干名 14 10 8 6 1 

保健師 7 名程度 28 25 22 20 7 

保育教諭 8 名程度 75 62 36 32 9 

獣医師 若干名 5 5 - - 1 
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試験区分 
採用予定 

人数 

申込 

者数 

第一次試験 

受験者数 

第一次試験 

合格者数 

第二次試験

受験者数 

最終 

合格者数 

就
職
氷
河
期
世
代
対
象 

事務 若干名 129 100 27 24 4 

土木 

（農学・造園を含む。） 
若干名 5 5 3 3 0 

建築 若干名 2 1 1 1 0 

※大学卒程度（事務）は第三次試験を実施 

 （第二次試験合格者数：72 名、第三次試験受験者数：62 名） 

※就職氷河期世代対象（事務）は第三次試験を実施 

 （第二次試験合格者数：8 名、第三次試験受験者数：8 名） 

※獣医師は第一次試験と第二次試験の区別がないため、第一次試験受験者数は筆記試験の受験者数を記載。 

 

 

○令和４年９月実施分                             （人） 

試験区分 
採用予定 

人数 

申込 

者数 

第一次試験 

受験者数 

第一次試験 

合格者数 

第二次試験 

受験者数 

最終 

合格者数 

高
校
卒
程
度 

事務 5 名程度 62 40 25 23 10 

土木 

（農学・造園を含む。） 
若干名 7 6 5 5 1 

機械 若干名 1 1 1 1 0 

電気 若干名 3 2 2 2 0 

消防吏員 12 名程度 122 93 40 33 12 

消防吏員 

（航海・機関） 
若干名 2 2 1 0 - 

司書 若干名 53 42 13 12 2 

学芸員〈考古学〉 若干名 18 17 9 9 1 

 学芸員〈歴史〉 若干名 46 26 12 9 2 

管理栄養士 3 名程度 78 63 18 14 5 

障害者を対象とした事務 若干名 52 40 18 17 4 

社
会
人 

事務 8 名程度 497 366 74 65 20 

土木 

（農学・造園を含む。） 
3 名程度 30 26 12 11 5 

建築 若干名 8 8 7 7 4 

設備 4 名程度 23 17 13 12 6 

社会福祉 4 名程度 61 54 36 33 9 

キャリア・リターン 

（事務職・技術職） 
若干名 2 0 - - - 

学
校
事
務 

一般 5 名程度 178 120 30 25 6 

障害者 若干名 19 16 11 10 1 
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※社会人（事務）は第三次試験を実施 

 （第二次試験合格者数：36 名、第三次試験受験者数：35 名） 

※キャリア・リターン（事務職・技術職）は、第一次試験と第二次試験の区別がないため、第一次試験受

験者数は筆記試験の受験者数を記載。 

 

○令和５年１月実施分                             （人） 

試験区分 
採用予定 

人数 

申込 

者数 

第一次試験 

受験者数 

第一次試験 

合格者数 

第二次試験 

受験者数 

最終 

合格者数 

保育教諭 

（任期付職員） 
25 名程度 8 5 5 5 3 

事務 A 

（任期付短時間勤務職員） 
6 名程度 8 8 8 5 4 

事務 B 

（任期付短時間勤務職員） 
16 名程度 26 22 21 20 18 

事務 C 

（任期付短時間勤務職員） 
若干名 11 9 8 7 1 

 

○その他の採用選考（任命権者に委任しているものを除く。） 

職務の級 人数（人） 

係 長 級 2 

一 般 職 1 

計 3 

 

 (2) 昇任選考（任命権者に委任しているものを除く。） 

職務の級 人数（人） 

局 長 級  12 

部 長 級  33 

課 長 級  75 

計  120 

 

 

２ 給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告の状況 

職員は、憲法で保障された労働基本権のうち、団体交渉権の一部や争議権が制約され

ています。その代償措置として、職員の勤務条件を社会一般の情勢に適応したものとし

て確保するため、地方公務員法において人事委員会による給与等の勧告制度が規定され

ています。  

人事委員会では、この趣旨に基づき、職員及び市内民間事業所に勤務する従業員の給

与等を調査し、公民比較を行います。そして、職員の給与等が適当であるかを市議会及

び市長に報告するとともに、必要に応じて、講ずべき措置を勧告します。  

令和４年に行った職員の給与等に関する報告及び勧告の概要は次のとおりです。 

 

(1) 報告・勧告日  令和４年１０月３日 
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(2) 本市職員と民間従業員との給与比較 

① 給与等の調査 

本年４月現在の市職員及び本市内に所在する民間事業所の従業員の給与等について

実態調査を実施。民間従業員については、企業規模 50 人以上で、かつ、事業所規模

50 人以上の民間事業所のうち 238 事業所を母集団として、人事院により無作為抽出

された 78 事業所を対象に調査を実施。 

（調査完了事業所 60 事業所、調査完了率（※）80.0％） 

※ 抽出した 78 事業所から、企業規模又は事業所規模が調査対象外の３事業所を除く 75 事業所に

占める調査完了事業所の割合 

 

② 比較の結果 

ア 月例給（本市職員と民間従業員の給与をラスパイレス方式により、役職段階、学

歴、年齢の条件が同等と認められるもの同士で比較） 

 

民間従業員給与 (A) 市職員給与 (B) 
公 民 較 差   

( A - B = C ) ( C/B ×100 ) 

392,025 円 391,063 円 962 円 (0.25%) 

（注１）民間従業員・市職員ともに本年度の新規学卒の採用者は含まれていない。市職員は、 

行政職給料表の適用を受ける者 

（注２）比較の対象とした本市職員の平均年齢は 42.2 歳、平均勤続年数は 17.0 年である。 

 

イ 特別給（本市における期末手当・勤勉手当の年間支給月数と民間事業所の特別給の

支給割合を比較） 

 

民間支給割合 (A) 本市支給月数 (B) 月 数 差 (A-B) 

4.41 月分 4.30 月分 0.11 月 

 

(3) 給与の改定 

① 給料表 

・近隣の他政令指定都市等と比較して大学卒の初任給水準が低く、民間の初任給と

の間にも差がみられること及び本年の人事院勧告における国家公務員の改定状況

を踏まえ、人材確保の観点等から、初任給及び若年層の給料月額を重点的に引き

上げることが適当 

・行政職給料表以外の給料表については、行政職給料表との均衡を基本に改定する

必要がある。 

［実施時期］令和４年４月 

② 期末手当・勤勉手当 

民間の支給状況に見合うよう、年間支給月数を引上げ（4.30 月分 → 4.40 月分） 

民間の支給状況等を踏まえ、勤務実績に応じた給与を推進するため、引上げ分を勤

勉手当に配分  

［実施時期］令和４年 12 月  

（注）勧告月数は、人事院と同様に、小数第 2 位を 2 捨 3 入・7 捨 8 入し、0.05 月単位で決定 

 

(4) その他公共的団体が行う賃金等に関する調査 

より幅広い民間事業所における給与水準の実態を把握するため、厚生労働省の賃金構

造基本統計調査の調査票情報を利用し、民間給与等に関する調査を行った。 
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(5) 職員の人事管理に関する報告 

① 人材確保・人材育成 

ア 公務員倫理の確保 

職員においては、勤務時間の内外を問わず、高い倫理観と使命感が求められてい

ることを再認識し、一つの不祥事により、これまで長年にわたる努力で築き上げて

きた本市全体の信用が一瞬にして失われることを常に意識し、服務規律を遵守する

ことが強く求められる。加えて、教職員においては、より高い倫理性が求められて

いることを再認識し、服務規律の遵守を徹底されたい。任命権者においては、公務

員倫理の確保に向けた取組を継続して実施するとともに、不祥事に対しては、公正、

厳格に対処し、再発防止の徹底を図られたい。 

イ 多様で有為な人材の確保 

採用試験の実施時期や筆記試験のあり方など、次年度に向けて受験しやすい試験

制度への見直しを行うとともに、試験区分や受験資格の整理をすることで試験運営

体制のスリム化を図る。また、職員採用説明会動画の配信をはじめ、職員採用ガイ

ドやホームページ、SNS 等の多様な広告媒体を活用し、本市で働く魅力ややりがい

の効果的な発信に努めていく。 

 

ウ 人材育成 

人材マネジメントの視点に立った、総合的な人材育成に取り組まれたい。併せて、

デジタルトランスフォーメーションの推進に向けて、自らの業務をより良いものに

変革しようとする意識と ICT スキルを有する人材育成にも取り組まれたい。また、

引き続き、ICT を活用したオンライン研修を含む実効性の高い研修等の機会を提供す

るとともに、職員自身が自発的に研修等に取り組むよう支援を継続されたい。 

エ 女性職員の登用 

多様なロールモデルを示すとともに、個々の事情に応じた多様で柔軟な働き方を

自ら選択できる効果的な取組を積極的に進め、女性職員の登用推進のための環境整

備に努められたい。加えて、全ての職員が働きがいを感じ、能力を最大限発揮でき

る職場環境の整備を進めることが望まれる。 

オ 人事評価制度 

人事評価結果の昇給への活用について、管理職員への試行実施状況を踏まえ、国

及び他の地方公共団体の事例も参考にしながら、一般職員を含めた本格実施に向け、

計画的に見直しを進められたい。国の動向も注視しつつ、評価結果に基づく指導・

助言を通じて、職員の能力や意欲、士気を高め、組織活力の向上に結び付くものと

なっているかなど、より信頼性と納得性の高い制度となるよう、引き続き検討を重

ねられたい。 

カ 高齢期における職員の雇用問題 

改正法が施行される令和５年度に 60 歳となる職員に対する十分な情報提供や意

思確認を遅滞なく実施されたい。加えて、高齢期職員が培った知識・経験等を組織

に還元できるよう、個々の適性や能力に応じた人事配置を行われたい。 

 

② 働き方改革と勤務環境の整備 

ア 長時間労働の是正 

長時間労働の是正のためには、職員の勤務時間を適正に把握し、管理することが

一層重要となる。加えて、職員一人ひとりの意識改革や所属長によるマネジメント



４９ 

 

の強化とともに、組織全体として業務の削減・合理化や要員配置の最適化に取り組

むなどの対策を講ずることが必要である。本年も、新型コロナウイルス感染症対策

に伴う時間外勤務の増加が懸念されるが、やむを得ず時間外勤務を命じざるを得な

い場合であっても、その範囲は必要最小限のものとし、当該職員の心身の健康の確

保に最大限の配慮をしなければならない。 

イ ハラスメントの防止 

     ハラスメントは個人の人格や尊厳を不当に傷つけるだけでなく、職場環境にも悪

影響を及ぼすものと再認識し、質の高い行政サービスを提供するためにも職場にお

けるハラスメントの防止・排除に努めるとともに、問題に対して、真摯かつ迅速に

対応を行うなど、職員が健全で働きやすい職場環境を確保していただきたい。 

ウ 仕事と生活の両立支援 

時差出勤や試行実施されているテレワーク（在宅勤務）について、職員一人ひと

りのライフステージ等に応じた働き方の支援として制度化を検討し、より良い職場

環境の整備に努められたい。また、国の動向を注視しつつ、育児、介護、病気等と

仕事の両立支援のため、フレックスタイムの導入やテレワーク（在宅勤務）の要件

緩和等、多様で柔軟な働き方に対応した勤務時間制度等について検討されたい。 

エ メンタルヘルス対策 

関係者が連携して、相談体制、人員配置上の配慮、ハラスメント対策、長時間労働

の是正等の働き方改革による職場環境の整備など、メンタルヘルス不調者の予防・早

期発見から再発防止までの総合的な対策を計画的に推進し、職員の心の健康保持に取

り組まれたい。 

 

３ 公平審査等 

(1) 勤務条件に関する措置の要求の状況 

勤務条件に関する措置の要求の制度は、職員から、給与、勤務時間その他の勤務条

件に関し、適当な行政上の措置が執られるべきことの要求があった場合に、人事委員

会は、当該事項を調査のうえ判定を行い、当該事項に関し権限を有する機関に対し勧

告する等、事案の解決に当たるものです。令和４年度の、措置の要求の状況は次のと

おりです。（根拠法令：地方公務員法第 46 条から第 48 条まで、勤務条件に関する措

置の要求に関する規則） 

 

○係属事案の状況（件） 

区分 

係属件数 処理件数 翌年度

への繰

越 

(a)-(b) 

前年度

からの

繰越し 

当年度

の申請 

計 

(a) 

却下 
取下

げ 

打切

り 

請求

否認 

請求容

認（一

部） 

請求容

認（全

部） 

計 

(b) 

執務

環境 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

転任 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

その

他 
0 1 1 0 1 0 0 0 0 1 0 

計 0 1 1 0 1 0 0 0 0 1 0 
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(2) 不利益処分に関する審査請求の状況（平成 27 年度以前からの繰越し分は不服申立て） 

不利益処分についての審査請求の制度は、職員から、その意に反して不利益処分（分

限及び懲戒等）を受けたとして、審査請求があった場合に、人事委員会は、口頭審理

等の必要な審査を行い、その結果に基づいて、その処分を承認し、修正し、又は取り

消す裁決を行うものです。令和４年度の状況は、次のとおりです。（根拠法令：地方

公務員法第 49 条から第 51 条の 2 まで、不利益処分についての審査請求に関する規

則（不服申立てについては旧法を適用）） 

 

○係属事案の状況（件） 

区分 

係属件数 処理件数 
翌年度へ 

の繰越 

(a)-(b) 

前年度か

らの繰越

し 

新規 計 却下 
取下

げ 

打切

り 

棄却 

（処分

承認） 

修正 取消 計 

分
限 

降
給 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

降
任 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

休
職 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

免
職 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

懲
戒 

戒
告 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

減
給 

0 2 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

停
職 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

免
職 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

転任 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 0 2 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

 

○口頭審理等審査状況(回) 

 準備手続 口頭審理 

実施回数 0 0 

(注)1. 口頭審理は、当事者立会いの下で、証拠調べその他人事委員会が必要と認める事項

に関する審理を口頭により行うものです。 

2. 準備手続は、口頭審理を円滑に実施するため、その進め方等について、当事者と人事

委員会が行う協議です。 
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